
令和元年度
長浜市財政概況

滋賀県長浜市

計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがあります





各会計決算の状況
（単位：百万円）

会計名
歳入総額
A

歳出総額
B

形式収支額
C＝A-B

翌年度へ繰り越すべき財源 D
実質収支額
E=C-D継続費逓次繰越額 繰越明許費繰越額 事故繰越し繰越額 計

一 般 会 計 60,971 58,515 2,456 0 1,144 0 1,144 1,312

特
別
会
計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 11,432 11,424 8 0 0 0 0 8

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 （ 直 診 勘 定 ） 238 226 13 0 9 0 9 4

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 1,349 1,348 0 0 0 0 0 0

介 護 保 険 特 別 会 計 11,837 11,636 200 0 0 0 0 200

休 日 急 患 診 療 所 特 別 会 計 55 43 12 0 0 0 0 12

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,414 1,412 3 0 0 0 0 3

合 計 87,295 84,603 2,692 0 1,153 0 1,153 1,539

会計名 収益的収入 収益的支出 差引
未処分利益剰余金
（△未処理欠損金）

資本的収入 資本的支出 差引
累積資金残高
（△資金不足）

企
業
会
計

病 院 事 業 会 計 16,051 16,519 △ 468 △ 7,846 2,056 3,091 △ 1,034 5,332

老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 460 465 △ 5 73 0 4 △ 4 198

公 共 下 水 道 事 業 会 計 4,169 3,679 491 896 2,366 4,047 △ 1,681 772

合 計 20,680 20,662 18 △ 6,878 4,422 7,142 △ 2,720 6,302



普通会計決算の概要
■ 決算規模は４年連続の増加

歳入は６１０億２６百万円（＋３．４％）、歳出は５８５億５８百万円（＋２．４％）となり、４年連続の増加となりました。
◎決算規模が前年度を上回った主な要因

①消防本部庁舎建設が終了したことによる負担金の減等により、補助費等は１７億４６百万円減少しましたが、長浜伊香ツインアリーナやながはま文化福祉プラザ、防災行政無線
デジタル化工事等の大型建設事業により普通建設事業費が２８億２２百万円増加しました。
②扶助費は、幼児教育の無償化等に伴う給付費等の増加により２億４１百万円増加しました。
③歳入では、大型建設事業の増加に伴い国・県補助金が１２億９１百万円、地方債借入れが４億７９百万円増加しました。

■ 市税総額は微増
法人市民税は主要法人の減益減収等により６２百万円（△５．３％）減少したものの、個人市民税が納税義務者や給与所得の増加により

８７百万円（＋１．５％）、固定資産資産税・都市計画税も家屋の新増築の影響により１億３百万円（＋１．２％）増加したことから、市税全体とし
て１億４９百万円（＋０．９％）の増加となりました。

■ 一般財源は減少
市税が１億４９百万円、地方特例交付金等の各種交付金が１億７０百万円増加したものの、合併算定替の段階的縮減により普通交付税が

２億７０百万円、臨時財政対策債が３億５２百万円減少したため、一般財源総額は３億３６百万円（△０．８％）減少し、５年連続で減少しました。

■ 将来にわたる財政負担の減
大型建設事業を集中的に進めたことで、その財源として活用した基金残高が減少し、かつ、市債残高が増加しました。同じく、事業費の

実行予算化により債務負担行為額が減少したことで、将来にわたる財政負担は８億６７百万円減少し、３年振りに改善へと転じました。
債務負担行為額 ： △２９億３９百万円 （ ９２億１０百万円 →   ６２億７１百万円） ※負担減

基金残高 ： △１３億 ２百万円 （３７０億３９百万円 → ３５７億３７百万円） ※負担増
市債残高 ： ＋ ７億７０百万円 （４５２億９９百万円 → ４６０億６９百万円） ※負担増

■ 財政指標
経常収支比率は、計画的な繰上償還の実施による公債費の減少等により０．７㌽改善し、９０．４％となりました。

※普通会計は、地方財政統計上の会計であり、本市では一般会計・休日急患診療所特別会計を合算し、一般会計・各特別会計間の繰入れ、繰出しの重複部分を控除する等の処理を行い算出するものです。
※合併算定替とは、市町村合併後の一定期間、合併市町村の普通交付税額が、合併しなかったと仮定した場合に算定される関係市町村の普通交付税額の合算額を下回らないようにする特例措置です。



普通会計決算の状況（決算規模の状況）
歳入は６１０億２６百万円（＋３．４％）、歳出は５８５億５８百万円（＋２．４％）となり、前年度を上回りました。

・歳入の決算規模は、主に以下の理由により全体として増加しました。
①長浜伊香ツインアリーナやながはま文化福祉プラザ整備事業等の大型建設事業により、国・県補助金が１２億９１百万円増加しました。
②減債基金繰入金、公共施設等保全整備基金繰入金及び公共施設等整備基金繰入金等の増加により、繰入金が６億４９百万円増加しました。
③旧長浜市民会館用地の売却等、公有財産の効果的な運用を図ったこと等により、財産収入が４億４１百万円増加しました。

・歳出の決算規模は、主に以下の理由により全体として増加しました。
①長浜伊香ツインアリーナやながはま文化福祉プラザ整備事業等の大型建設事業により、普通建設事業費が２８億２２百万円増加しました。
②自立支援給付費や幼児教育の無償化等に伴う給付費の増加により、扶助費が２億４１百万円増加しました。
③施設整備に伴う備品購入費やプレミアム付商品券の発行に係る経費の増加により、物件費が２億１９百万円増加しました。

・引き続き、普通交付税の合併算定替の縮減が進み、基幹的な一般財源の減少が続くことから、財政計画の基調に沿った、
持続可能な財政運営を堅持するとともに、行財政改革等による効果的な施策編成を行っていく必要があります。

（単位：百万円）
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普通会計決算の状況（予算執行・収支の状況）
実質収支額は１３億２４百万円となり、５億６５百万円の増加（＋７４．６％）

・実質収支額は前年度より増加し、実質収支比率は４．０％で前年度から１．８ポイント上昇しました。

（単位：百万円）
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（単位：百万円） （単位：%）



16,935 

市税

16,785 

15,462 

地方交付税

15,807 

7,666 

国庫支出金

6,655 

4,170 

県支出金

3,890 

5,686 

市債
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繰入金
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財産収入
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7,362 

61,026 

59,006 

R1
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普通会計決算の状況（歳入決算の概要）

+149

(+0.9)

+649

(+22.6%)

+1,011

(+15.2%)

+280

(+7.2%)

+479

(+9.2%)

△345

(△2.2%)

+2,020

(+3.4%）+441

(+104.2%)

歳入決算額は６１０億２６百万円で、前年度比２０億２０百万円増（＋３．４％）

・地方交付税は前年度比３億４５百万円減
普通交付税は合併算定替の段階的縮減等により前年度より２億７０百万円減少し、地方交付税全体で△２．２％となりました。

・国庫支出金は前年度比１０億１１百万円の増、県支出金は前年度比２億８０百万円の増
国庫支出金及び県支出金は、長浜伊香ツインアリーナ及びながはま文化福祉プラザ等の大型建設事業の増加に伴い、それぞれ、国庫支出金が＋１５．２％、

県支出金が＋７．２％となりました。

・繰入金は前年度比６億４９百万円増
減債基金繰入金、公共施設等保全整備基金繰入金及び公共施設等整備基金繰入金等の増加により、＋２２．６％となりました。

・財産収入は前年度比４億４１百万円増
旧長浜市民会館用地の売却等、公有財産の効果的な運用を図ったこと等により、＋１０４．２％となりました。

（単位：百万円）

△644

(△8.7%)



27.7 

28.4 

29.8 

30.5 

30.2 

29.1 

28.1 

29.8 

32.9 

28.0 

1.3 

1.6 

1.7 

1.7 

2.1 

2.0 

2.0 

2.1 

2.2 

1.7 

11.7 

11.4 

10.9 

8.4 

5.9 

7.9 

6.2 

6.6 

6.4 

15.5 

5.2 

5.1 

5.0 

4.8 

5.3 

3.5 

3.2 

3.2 

3.7 

3.2 

25.3 

26.8 

28.7 

30.2 

31.3 

30.8 

29.3 

30.5 

32.0 

26.8 

19.4 

17.9 

17.7 

20.0 

18.3 

17.2 

19.3 

16.1 

16.8 

15.9 

9.3 

8.8 

6.3 

4.5 

7.0 

9.5 

11.8 

11.7 

6.1 

9.0 

R1

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

歳入構成割合

市税 分担金・負担金・使用料 その他 地方譲与税等 地方交付税 国県支出金 市債

普通会計決算の状況（歳入決算の概要）

自主財源比率は４０．７％で前年度から下降（悪化）

・自主財源比率は４０．７％となり、前年比△０．７ポイントとなりました。比率が
下降した主な要因は、一般財源の根幹となる市税の割合が３年連続で減少と
なったこと等によるものです。また、依存財源となる国県支出金や市債も大型
建設事業の増加に伴い１７億７０百万円増加し、比率を２．０ポイント引き下げる
要因となっています。

・合併算定替により減少傾向にありますが、地方交付税は歳入の２５．３％を占
めており、市税に次ぐ構成割合になっています。次年度も普通交付税におけ
る合併算定替の縮減が進む中、自主財源の確保に向けた対策が課題となっ
ています。

主要一般財源は全体で前年度から４億７３百万円の減少

・市税は１億４９百万円の増加へと転じたものの、普通交付税及び臨時財政対
策債は、引き続き合併算定替の段階的縮減の影響により、それぞれ、普通交
付税が２億７０百万円、臨時財政対策債が３億５２百万円減少したことで、全体
で△１．５％となりました。

・年度末に感染拡大の兆しが見えた新型コロナウイルス感染症による影響の
見通しが不透明であることから、次年度は、市税をはじめとした一般財源が大
きく減少する可能性があるため、今後の社会情勢を注視しつつ、持続可能な
財政運営が必要となります。

（単位：百万円）

（単位：％）
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10,713 9,630 9,633 9,688 10,661 11,018 11,530 11,887 12,109 12,431

2,472
2,090 2,256 2,583

2,828 2,607 2,240 2,261 2,118 1,682
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普通交付税の推移

普通交付税（一本算定） 臨時財政対策債（一本算定） 合併特例措置

普通会計決算の状況（市税・普通交付税の概要）

市税は全体で前年度から１億４９百万円の増加

・個人市民税は、納税義務者や給与所得の増加により８７百万円の増
（＋１．５％）となりました。

・法人市民税は、主要法人の減収減益等により６２百万円の減（△５．３％）
となりました。

・固定資産税は、家屋の新増築の影響により９１百万円の増（＋１．１％）とな
りました。

普通交付税・臨財債は合併算定替の縮減等により減少

・普通交付税は、合併算定替による縮減額の増加等に伴う基準財政需要額の
減少幅が、法人税割の減収等に伴う基準財政収入額の減少幅以上に減少し
たことにより１２９億９２百万円となり、２億７０百万円の減（△２．０%）となりました。

・臨時財政対策債は１４億１８百万円となり、３億５２百万円の減（△１９．９％）と
なりました。

・本市では平成２７年度から普通交付税の合併算定替による段階的な縮減が
始まり、徐々に合併後の一自治体として算定された額（一本算定）に近づいて
いきます。合併の特例により措置された額は前年度から５億８百万円の減
（△６３．１％）となり、次年度をもって終了します。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

合併特例措置の内訳

うち普交（＋561）
うち臨財（△264）

5,429 5,388 5,671 5,615 5,530 5,546 5,575 5,637 5,782 5,869 
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市税の推移

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他
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18,604 
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R1
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普通会計決算の状況（目的別決算の概要）

+17

(+0.1%)

+1,823

(+22.0%)

+1,081

(+16.6%)

+36

(+0.7%)

△157

(△2.5%)

△155

(△3.2%)

△969

(△28.6%)

＋1,399

(＋2.4%）

（単位：百万円）

歳出決算額は５８５億５８百万円で、前年度比１３億９９百万円増（＋２．４％）

・教育費は前年度比１８億２３百万円増
令和２年４月に開校した虎姫学園及び長浜伊香ツインアリーナ等の建設事業費が増加したほか、教育のより一層の推進及び充実を図るため、子ども未来教育

基金への積立を行ったこと等により、前年度から＋２２．０％となりました。

・総務費は前年度比１０億８１百万円増
ながはま文化福祉プラザ及び市民まちづくりセンター等の建設事業費が増加したほか、年度末に感染拡大の兆しが見えた新型コロナウイルス感染症対策をは

じめとした今後の財政需要に備え、財政調整基金や公共施設等保全整備基金等への積立を行ったため、前年度から＋１６．６％となりました。

・土木費は前年度比１億５７百万円減
記録的な少雪により雪寒対策費が減少したほか、公共下水道事業会計負担金及び長浜駅周辺整備事業費が減少したため、前年度から△２．５％となりました。

・消防費は前年度比９億６９百万円減
消防本部庁舎建設に係る湖北地域消防組合負担金が減少したことにより、△２８．６％となりました。

△277

(△7.0%)
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普通会計決算の状況（性質別決算の概要）

（単位：百万円）

△81

(△1.0%)

+219

(+3.3%)

+241

(+2.4%)

△1,746

(△16.3%)

+2,822

(+40.0%)

+47

(+0.9%)

+37

(+0.8%)

△140

(△3.2%)

＋1,399

(＋2.4%）

・普通建設事業費は前年度比２８億２２百万円増
長浜北部学校給食センター整備事業及び西浅井地区診療所の拠点化事業が減少したものの、長浜伊香ツインアリーナ、ながはま文化福祉プラザ及び防災行

政無線デジタル化工事等の大型建設事業が増加したため、前年度から＋４０．０％となりました。

・補助費等は前年度比１７億４６百万円減
新施設の整備に伴う湖北広域行政事務センター負担金が増加したものの、消防本部庁舎建設に係る湖北地域消防組合負担金や公共下水道事業会計負担金

が減少したため、前年度から△１６．３％となりました。

・扶助費は前年度比２億４１百万円増
児童手当給付事業費等が減少したものの、自立支援給付費や幼児教育の無償化等に伴う給付費が増加したため、前年度から＋２．４％となりました。

・物件費は前年度比２億１９百万円増
記録的な少雪による雪寒対策費の減少や長浜北部学校給食センター整備に伴う備品購入費は減少したものの、長浜伊香ツインアリーナやながはま文化福祉

プラザ等の施設整備に伴う備品購入費やプレミアム付商品券事業費が増加したため、前年度から＋３．３％となりました。



普通会計決算の状況（義務的経費・投資的経費）

義務的経費、投資的経費ともに増加

・人件費は、人事院勧告に伴う給与費等の増加があったものの、退職者数の
減少により、前年度から８１百万円減少しました。

・扶助費は、自立支援給付費や幼児教育の無償化等に伴う給付費の増加に
伴い、全体として増加へと転じました。

・公債費及び投資的経費は、計画的な繰上償還を実施したほか、長浜伊香ツ
インアリーナ及びながはま文化福祉プラザ等の大型建設事業の実施により、
それぞれ、公債費が４７百万円、投資的経費が２６億８百万円増加しました。

・今後、社会保障経費の増加に加え、会計年度任用職員制度の施行に伴い、
これまで物件費として計上していた臨時職員の人件費相当額が義務的経費と
して計上されるため、引き続き増加するものと見込まれます。

投資的経費は大幅に増加したものの、市債残高は微増に
抑制

・投資的経費は、昨年度に引き続き、合併特例措置を活用した大型建設事業
等が増加したことにより、２年連続で大幅に増加しています。

・市債発行額は、 ３年連続で増加したものの、借入にあたっては、将来の公債
費の増加を最小限に抑える検討を行いつつ、合併特例措置があるもの等有利
な市債を最大限活用しました。

・市債残高は、投資的経費が大幅に増加したことにより、２年連続で増加して
いますが、計画的な繰上償還を行うことで、財政計画に掲げる金額（４６１億５０
百万円）を下回るなど、健全な財政運営を維持しました。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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義務的経費と投資的経費の推移
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市債残高・投資的経費・市債発行額の推移

市債残高 投資的経費（右軸） 市債発行額（臨時財政対策債除く）（右軸）



市債の状況

普通会計の市債残高は微増

・普通会計の市債残高は、平成１８年度の６３３億円をピークに減少傾向にあり
ましたが、大型建設事業の財源として市債を活用したことにより、市債残高は
４６０億６９百万円と前年度比で７億７０百万円増加（＋１．７％）し、２年連続の
増加となりました。

・会計年度任用職員制度の施行に伴う人件費や、社会保障経費等の義務的
経費が増加傾向にある中、財政の硬直化を防ぐためには、公債費の抑制が必
要です。今後も引き続き、大型建設事業による市債の借入が必要となりますが、
計画的な繰上償還の実施により公債費負担の軽減と地方債残高の縮小に努
め、財政の健全化を図ります。

（単位：百万円） （単位：千円）

（単位：百万円）

全会計の市債残高は８億４２百万円の減少

・普通会計及び病院事業における市債残高はいずれも２年連続で微増しまし
たが、公共下水道事業で１３億２０百万円（△３．４％）減少したこと等によ
り、全会計で８億４２百万円（△０．８％）の減となりました。

・市民ひとり当たり市債残高は８６０千円となり、合併以降、継続して減少傾向
にあります。

（単位：千円）
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市債残高の状況（全会計）

普通会計 公共下水道会計 病院会計 その他 市民一人当たり市債残高（右軸）
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基金の状況（普通会計）
大型建設事業等の財政需要に特目基金を効果的に活用

・令和元年度は、年度末に感染拡大の兆しが見えた新型コロナウイルス感染症対策に備
え財政調整基金を５億６１百万円、今後の財政需要に備えて公共施設等保全整備基金
に８億１３百万円などの積み立てを行った一方、財政計画の方針に基づき、市債の繰上
償還の財源として減債基金を１４億１２百万円、公共施設等整備の財源として、公共施設
整備基金を３億１１百万円、公共施設等保全整備基金を４億９１百万円取り崩すなど基金
を活用したことにより、基金総額は前年度から１３億２百万円減少しました。

・普通交付税の合併算定替の縮減や人口減少等に伴い経常的な財源が減少する中で、
引き続き合併後のまちづくりや老朽化した施設の大規模改修、行政改革大綱アクションプ
ランに基づく繰上償還等を実施していく必要があります。今後も健全な財政運営を行いな
がら、行政改革・経費節減等により生み出した財源を計画的に積み立てるとともに、事業
の実施を円滑に行っていけるよう計画的な基金の運用を行っていきます。

5,799 5,804 5,818 5,827 5,836 5,846 5,847 5,861 5,688 6,249 
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11,656 11,729 11,831 12,134 12,215 11,818 10,206 9,161 7,779 

10,173 
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17,501 19,777 20,701 22,190 21,709 

23,898 

28,619 28,582 
30,579 31,810 

35,563 
37,442 36,768 37,039 35,737 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

基金残高の推移

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

（単位：百万円）

基 金 の 名 称 基金の使途
平成30年度末
現在高

令和元年度積立額 令和元年度取崩額 令和元年度末
現在高

増減額
積立財源 主な充当事業

財政調整基金
大規模な災害や不測の事態の財政需要に備える
とともに、市財政の調整を図り、健全な運営に資
する財源

5,687,923,008 561,217,450
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

0 6,249,140,458 561,217,450

減債基金 市債償還の財源 9,161,440,147 28,774,337運用収益（利子） 1,411,584,866市債の繰上償還金 7,778,629,618 △ 1,382,810,529

特
定
目
的
基
金

職員退職手当基金 市職員の退職手当に必要な財源 1,897,189,565 5,958,711運用収益（利子） 0 1,903,148,276 5,958,711

ふるさと振興基金
市の歴史、文化及び自然を生かした魅力あるふる
さとづくりを推進する事業

409,034,102 83,629,698
ふるさと寄附金、運用収益（利
子）

7,670,000
街並み景観形成事業、夜の賑
わいづくり推進事業

484,993,800 75,959,698

地域福祉基金
市民の福祉の向上、子育て支援、健康づくり及び
医療の充実に資する事業

2,875,910,480 309,711,000
ふるさと寄附金、行政改革・経費
節減等による額

142,548,698

ながはま文化福祉プラザ整備事
業、小児医療体制整備事業、
しょうがい福祉施設整備事業、
子ども子育て支援事業

3,043,072,782 167,162,302

文化芸術振興基金 文化及び芸術の振興を目的とする事業 120,558,344 5,188,500ふるさと寄附金 1,493,000
文化芸術活動振興事業、観音
文化振興事業

124,253,844 3,695,500

（単位：円）



（単位：円）

基 金 の 名 称 基金の使途
平成30年度末
現在高

令和元年度積立額 令和元年度取崩額 令和元年度末
現在高

増減額
積立財源 主な充当事業

特
定
目
的
基
金

教育施設整備基金 教育施設の整備事業 2,144,456,602 206,735,329
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

248,891,817
ながはま文化福祉プラザ整備事
業、小中一貫教育校開設準備
経費

2,102,300,114 △ 42,156,488

協働でつくる長浜まちづく
り基金

市民と協働でつくる輝きと風格のあるまちづくりを
推進する事業

4,126,417,091 0 0 4,126,417,091 0

丹生ダム対策基金
丹生ダム建設事業の中止に伴う地域整備実施計
画事業、地域整備及び地域振興事業

75,578,579 8,458,892
水資源機構行政補償金、運用
収益（利子）

0 84,037,471 8,458,892

電源立地地域対策交付金
等事業基金

電源立地地域対策交付金や電源立地等推進対
策交付金により整備した公共用施設の修繕、維持
補修、運営

30,095,224 2,063運用収益（利子） 3,293,149
プール施設維持管理
スポーツ施設整備事業

26,804,138 △ 3,291,086

中心市街地活性化基金
中心市街地活性化基本計画に基づく中心市街地
の活性化事業

315,011,486 0 305,174,000
元浜町13番街区整備事業、長
浜駅北地区等整備事業、中心
市街地活性化推進事業

0 △ 315,011,486

地球温暖化対策推進基金
自然エネルギー施設の導入などの地球温暖化対
策を推進する事業

74,331,782 841,680運用収益（利子） 14,776,701
再生可能エネルギー導入促進
事業、環境保全対策事業、林業
振興対策事業

60,396,761 △ 13,935,021

山間へき地医療体制強化
基金

山間へき地における医療体制の維持及び強化、
長浜市国民健康保険直営診療所の事業運営

973,550,089 △ 973,550,089

過疎地域自立促進特別事
業基金

過疎地域自立促進計画に掲げる過疎地域自立促
進特別事業

97,537,668 306,347運用収益（利子） 11,600,000過疎地域振興事業（診療所運営） 86,244,015 △ 11,293,653

公共施設等保全整備基金市が所有する建築物等の改修、維持保全、整備 2,046,924,738 812,539,000
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

490,844,000
まちづくりセンター整備事業、支
所改修事業、スポーツ施設改修
事業

2,368,619,738 321,695,000

地域の元気づくり基金
緊急経済対策に係る公共投資や多様な地域資源
を活用した地域経済の循環の創出を円滑に行い、
本市の産業力の底上げを図る事業

353,693,446 0 8,248,027地域経済活性化対策事業 345,445,419 △ 8,248,027

まち・ひと・しごと創生総合
戦略推進基金

人口ビジョンやまち・ひと・しごと創生総合戦略に
基づく人口減少対策と地域の活性化を資する事
業

493,192,138 245,584,557
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

265,557,456

市民で支える小学校給食費補
助金、都市ブランド力向上事業、
アグリビジネス整備事業、６次産
業化推進事業

473,219,239 △ 19,972,899

公共施設等整備基金
公共施設の整備や公共用地の取得、一部事務組
合の公共施設の整備や公共用地の取得に対する
負担金

5,896,594,664 18,520,080運用収益（利子） 310,751,741

湖北広域行政事務センター負担
金(新斎場整備事業)、ながはま
文化福祉プラザ整備事業、長浜
伊香ツインアリーナ整備事業

5,604,363,003 △ 292,231,661

保育士等確保緊急対策基
金

教育・保育施設における教育・保育の提供に携わ
る者の確保やその有する優れた資質能力の確保
に係る事業

59,482,121 186,822運用収益（利子） 3,757,000
保育士等奨学金返還支援金、
保育士等居住支援事業補助金

55,911,943 △ 3,570,178

子ども未来教育基金
子どもたちの確かな学力、豊かな心及び健やかな
体を育むことを目的とし、教育のより一層の推進
及び充実を図る事業

200,000,000 637,981,662
行政改革・経費節減等による額、
運用収益（利子）

18,455,000
小学校・中学校教育備品整備事
業

819,526,662 619,526,662

合 計 37,038,921,274 2,925,636,128 3,244,645,455 35,736,524,372 △ 1,302,396,902

※山間へき地医療体制強化基金は、条例改正により平成31年4月1日から名称を国民健康保険直営診療所管理運営基金に改正し、国民健康保険特別会計(直診勘定)に設置しました。

※中心市街地活性化基金は、令和2年3月31日限りで条例が失効し、廃止(一般財源化)しました。



財政指標の状況
経常収支比率は９０．４％で、０．７ポイント改善

・比率の分子となる経常経費充当一般財源は、公共下水道事業会計負担金の減少
に伴う補助費等の減少（△３億７６百万円）や、計画的な繰上償還の実施に伴う公債
費の減少（△２億８６百万円）等により、全体で４億８４百万円減少しました。

・比率の分母となる経常一般財源は、臨時財政対策債の減少（△３億５２百万円）や、
地方交付税の減少（△２億７０百万円）等により、全体で３億４百万円減少しました。

・上記により、比率の分母以上に分子が減少したことで、一時的に改善へと転じまし
た。また、普通交付税の合併算定替の影響額を除いた場合の経常収支比率は９１．
３%となりました。こちらも前年度から１．９ポイント改善していますが、合併算定替の縮
減や新型コロナウイルス感染症の影響等により、今後、財政の硬直化が一層進むこ
とが予想されます。

健全化判断比率等は引き続き健全な比率を堅持

・市債の繰上償還等により財政規律の堅持に努めた結果、 「健全化判断比
率」、及び各公営企業における「資金不足比率」は、前年度に引き続き健全な
比率を維持できました。

○健全化判断比率とは：「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、自治体の財政の健全性を示す指
標
・実質赤字比率：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
・連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
・実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
・将来負担比率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

○資金不足比率：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率

平成30年度 令和元年度 増減（ポイント）

実質赤字比率 - - -

連結実質赤字比率 - - -

実質公債費比率 2.9％ 2.3％ △0.6

将来負担比率 - - -

会計名 資金不足比率

病院事業会計 -

老人保健施設事業会計 -

公共下水道事業会計 -

農業集落排水事業特別会計 -

（単位：％）

81.4 
82.7 

84.8 
83.1 83.4 84.1 

89.5 

90.8 91.1 90.4 

94.8 

98.1 

100.6 

98.3 

96.3 

93.3 

95.7 
94.5 

93.2 
91.3 

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

経常収支比率の推移

経常収支比率 経常収支比率（算定替除く）

○経常収支比率とは：財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低いほど弾力性が大きいことを示す指標
すなわち、人件費・扶助費・公債費等の経常的経費に、地方税や普通交付税等の経常的一般財源がどの程度充
当されているかを表す比率
８０％以上・・・弾力性を失いつつある。
平成30年度県内平均 ９１．５％

○経常収支比率（％）＝経常経費に充当される経常一般財源／経常一般財源（臨時財政対策債含む）


